
 

ISSN 1346-9029

 

研究レポート 
 

No.335 January 2009 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

労働拘束時間が運動習慣に与える影響について

-「健康会計」に向けた企業と社会にとっての新たな視点

研究員  河野 敏鑑



労働拘束時間が運動習慣に与える影響について 

－「健康会計」に向けた企業と社会にとっての新たな視点 

 

研究員 河野敏鑑 

 

 

要旨 

 

医療技術や衛生環境の向上によって、感染症による死亡者数・患者数は大きく減少し、

健康は公衆衛生上の問題から個人的な問題になりつつある。しかし、日本において死亡者

数や医療費の多くを占めるようになった生活習慣病は個人の問題という側面を持ちつつも、

勤務環境などの個人にとって容易に左右することができない環境要因の影響を受けている

ことが指摘されている。 

本稿では、労働拘束時間を個人の健康に関する選択を阻害している外部的な要因として

とらえ、運動習慣・運動時間との関係を分析した。その結果、実際の運動時間を決定する

にあたり、労働拘束時間や運動に割きたいと考えている時間の割合、運動によって体調が

変化した経験があるのか否かが、大きな要因となっていることが明らかになった。 

これまで、労働時間や通勤時間といった指標は、ワークライフバランス(WLB)の観点から、

少子化対策などと関連付けて議論されることが多かった。本稿ではそうした側面とは別に、

労働拘束時間が運動習慣などにも影響することを明らかにした。また、従業員の健康に対

して企業が取り組むことによって、企業自身にも様々なメリットがあることを示唆し、そ

のメリットを可視化する枠組み（例えば、「健康会計」）が求められていることを明らかに

した。 
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1.はじめに 

 

 つい半世紀ほど前まで、世界中の多くの国において、死因の大部分は、結核などの感染

症であった。感染症の原因は、細菌やウィルスであり、対策としては、患者の隔離、予防

接種や抗生物質の開発や普及、ごみ処理や上下水道などの整備といった公衆衛生に関する

政策などが取られてきた。また、こうした対策の経済的な裏づけを構築する一つの手段と

して、公的医療保険制度が拡充されてきた。1 

こうした感染症の流行を防ぐための対策は、公害対策などと同様に、ある経済主体の行

動が、市場を通さない形で、直接他の経済主体に影響するという負の外部性に対応する対

策2として、経済学的に見て、正当化できるものである。そして、少なくとも第二次大戦後、

多くの先進国では、医療技術や衛生環境の向上によって、感染症による死亡者数や患者数

は大きく減少し、その政策目標はかなりの程度達成されたといえよう。 

その一方で、今日では、心筋梗塞や脳血管障害、ガンといった生活習慣病が大きな問題

として浮上してきている。全医療費の約 3 分の 1 は生活習慣病に由来するものであり、ま

た、死因の約 3 分の 2 は、生活習慣病である。生活習慣病のうち、一部は、遺伝などによ

って生じていると思われるが、その多くは、読んで字の如く、個人の生活習慣に起因して

いる。 

自分の生活習慣が、自分の健康状態に影響を与えることはあっても、他人の健康状態に

影響を与えることはないと考えるのならば、健康はあくまでも個人の問題となる。そのよ

うな問題に、第三者、例えば、政府や雇用主が介入するのは、一種の価値観の押し付けや

差別につながりかねないとの指摘もある。3 

 では、健康は先進国においては、もはや個人の問題として処理されるべき問題になった

のであろうか。確かに、自分が健康的な生活を送りたいのかどうか、そのためにどのよう

にコストをかけるのかは、最終的には個人が自由に選択できるため、その限りでは、健康

は個人の問題といえなくもない。しかしながら、山田(2002)や井伊・大日(2001)でも示され

ているように、職業や勤務先の規模、公的医療保険の自己負担率などの個人の責任に必ず

しも帰属しないような要因が、予防行動を決定する因子になっている。また、マイケル・

マーモット(2007)では、家族や友人などとの関係といった社会的なつながり・連帯が健康状

態や風邪の発症率といった健康状態などに影響をあたえることが示されている。また、勤

務環境が医療費や健康状態に大きな影響を与えるとする先行研究として、鈴木(2007)がある。

この中では、肥満が超過医療費を生み出しており、また、労働時間と通勤時間を合わせた

                                                  
1 ただし、日本を含む一部の国では、吉原・和田(1999)に示されているように、戦時体制下において、国

力、戦力の源泉である国民の体力を向上させるという、福祉国家とは異なった目的から、公的医療保険制

度の拡充が図られたことに注意する必要がある。 
2例えば、感染症のワクチン注射は、注射を打った本人が罹患する確率を下げるだけでなく、その周囲の人

も罹患する確率を下げると言った効果を持つ。 
3例えば、小椋(2007)は、職場における特定健診などを通じて、差別につながる可能性を指摘している。 
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労働拘束時間の上昇が、肥満になる確率を上昇させていることが明らかになっている。 

つまり、健康は個人の問題という側面を持ってはいるが、個人の選択に帰することがで

きない環境要因も大きな影響を与えていることが予想される。特に、サラリーマンにとっ

ては、職場環境が、健康に大きな影響を与えていることが予想される。もし、職場環境の

中に、個人の選択を阻害している外部的な要因があるのならば、それを取り除くことを、

社会全体の取り組みとして検討すべきではないだろうか。 

 本稿では、健康を増進し、維持する要因として、運動習慣に着目した。そして、運動習

慣・運動時間が、どのような要因で決まっているのか、特に労働拘束時間に着目した上で、

それ以外にもどのような要因が影響しているのかについて、アンケート調査を用いて明ら

かにすることを試みた。さらに、健康増進活動が企業に与える影響を示唆し、企業にとっ

てのメリットを可視化する枠組みが求められていることを示した。 

 本稿の構成は以下の通りである。まず、第 2 章において、昨今、健康増進が注目される

ようになった契機として、メタボ対策を取り上げ、その制度的な背景について述べたい。

次に第 3 章で、分析に用いたデータについて記述する。第 4 章で、分析に用いた計量モデ

ルについて、操作変数法も含めて記述する。第 5 章で、健康増進が従業員のモチベーショ

ンやコミュニケーションの向上を通じて、企業活動に影響を与えていること、そして、企

業の従業員に対する健康増進活動を妨げている要因が何であるのかを示し、第 6 章が終わ

りにである。 

 

2.メタボ対策とその制度的背景 

 

2008 年４月から、公的医療保険制度においていくつかの大きな制度改正があった。その

うちの一つが、いわゆるメタボ対策の強化（特定健診・保健指導の実施）である。世間で

大きく注目された後期高齢者医療制度（長寿医療制度）の陰に隠れているが、両者の間に

は実は制度的な関係がある。 

 後期高齢者医療制度の財源の内訳であるが、後期高齢者自身が支払う保険料が 1 割、他

の公的医療保険制度（例えば、健康保険組合や政府管掌健康保険、国民健康保険など）が

支払う拠出金が 4 割、国や都道府県が負担するいわゆる公費負担が 5 割である。 

このうち、公的医療保険制度が支払う後期高齢者拠出金は、各保険者の人数や年齢構成

によって定められるほか、2013 年度からは、メタボ対策への取り組みやその成果（メタボ

対象者の減少）によって、各保険者の拠出金が最大で 10％増減する制度が導入される。つ

まり、メタボ対策に熱心に取り組むのかどうか、成果が挙がるのか否かが、保険者の財政

状態、ひいては保険料率にまで、大きな影響を与える可能性がある。 

もっとも、メタボ対策については、科学的根拠に欠けるとの指摘もあり、費用対効果が

どの程度であるのかについては、今後の大きな研究課題である。4また、現在の後期高齢者 

                                                  
4大櫛(2007)に見られるように、やせすぎを招いて却って栄養不足や死亡率を上昇させ、逆効果であるとの
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図表 1：2008 年度における公的医療保険における制度間の資金のやりとりについて 

加入者 加入者 加入者

健保組合

国保 政管健保 

0.81兆円 

後期高齢者 

広域連合 

国 
0.95兆円

1.05兆円 750億円 
1.7兆円 

5.6兆円 

1.31兆円

5.24兆円 5.74兆円3.05兆円

1.13兆円

 
加入者 

 75 歳未満の年金生活者、

自営業者、フリーター 

大企業の従業員と家族 中小企業の従業員と家族 

 75 歳以上の高齢

（出所）厚生労働省資料などから筆者作成 

 

の医療費と現在の若年層のメタボリックシンドロームとの間には、直接的な関係がないに 

も関わらず、制度的な結びつきを設けることへの批判もあろう。さらに、後期高齢者医療

制度そのものが政治的な問題となっており、やがてこの制度的な結びつきがなくなる可能 

 性も否定できない。このため、メタボ対策にまじめに取り組んでも、保険者に制度的な

メリットが生じるのかどうかは不明瞭であると言わざるをえない。こうした事情からのた

め、メタボ対策に躊躇する保険者も多いと思われる。 

 制度や基準が正しいのか否かという議論は重要であり、批判についても真理の一面を突

いていると思われる。しかし、運動不足が健康状態を悪化させる可能性が高いことは基準

や制度を批判している人自身も認めているところである。5いずれにせよ、運動不足が個人

の責任に帰することができない環境要因によって影響を受け、かつ、個人の健康が他の経

済主体に影響を及ぼす、すなわち外部性が存在する場合には、個人の環境要因を変え、健

康になろうとする個人をサポートすることは社会的に正当化できるものと考えられる。 

 

3.データ 

 

 本研究で用いたデータは、インターネット調査に基づくものである。20 代以上（学生を

除く）の男女それぞれ 350 人(合計 700 人)を目標サンプル数として調査を行い、男女各 361

人から回答を得た。 

                                                                                                                                                  
主張さえある。 
5例えば、大櫛(2006)を見よ。 
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 回答者の年齢分布は、男性の平均が 41.65 歳、女性の平均が 37.17 歳となっている。身

長・体重から計算した平均 BMI（ボディ・マス・インデックス[体重 kg]/[身長 m]２）は、

男性で 23.30、女性で 21.31 であり、一般に肥満といわれる BMI25 以上の回答者は、男性

で 26.87%、女性では 10.80%、低体重とされる BMI18.5 未満の回答者は 4.16%、女性では

12.19%であった。このサンプルの女性においては、肥満者よりも低体重者が多い。体重の

適正化といえば、肥満の解消が取り上げられるが、低体重者に対する健康指導もまた重要

であることがここから分かる。 

 

図表 2：基本統計量  

変数 全て 男性 女性 

標本数 722 361 361 

        

年齢 39.41 41.65 37.17 

（歳） [10.37] [11.34] [8.75] 

収入 298.58 494.86 102.30 

（万円） [345.31] [362.88] [172.81]

BMI 22.31 23.30  21.31 

（体重/身長２） [3.19] [3.13] [2.94] 

低体重者数 59 15 44 

（BMI<18.5) (8.17%) (4.16%) (12.19%)

肥満者数 136 97 39 

(BMI>25) (18.84%) (26.87%) (10.80%)

労働拘束時間 45.36 49.96 36.88 

（時間/週） [20.21] [18.60] [20.36] 

睡眠時間 6.35 6.32 6.40 

（時間/日） [1.08] [1.10] [1.05] 

（出所） アンケート調査より筆者作成   

（注）1.[ ]内は、標準誤差を示す。 

       2.労働拘束時間・睡眠時間については、労働拘束時間を 0 と回答した者を除く。 

 

 労働環境について調査するため、労働時間と通勤時間の合計を労働拘束時間と定義し、

一週間の労働拘束時間と一日の睡眠時間について、回答を求めた。労働拘束時間を０と回

答した者（専業主婦や無職など）を除くと、平均労働拘束時間は 45.36 時間/週、平均睡眠

時間は 6.35 時間/日であった。なお、単純に睡眠時間を労働拘束時間で回帰させると、週当

たり労働拘束時間が 1 時間増えるごとに、一日当たり睡眠時間が 0.009 時間、有意に減少

することが分かり、両者の間に一定の関係があることが分かる。 
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職業については、公務員、経営者・役員、会社員（事務系）、会社員（技術系）、会社員

（その他）、自営業、自由業、専業主婦、パート・アルバイト、学生、その他の中から択一

式で選択を求めた。会社員が合計で 39.7％、専業主婦が 24.8％などとなっている。 

 次に、ここ一ヶ月で行ったことのある運動は何か、回答を求めたところ、「ここ一ヶ月で

運動はしていない」が最も多く 54.3％、次いで、「ウォーキング（外を歩く）」が 32.1％、

「スポーツクラブ」が 10.4％などとなった。 

 

経営者・役員
2.2%

会社員(事務系)
13.3%

会社員(技術系)
17.5%

会社員(その他)
8.9%自営業

8.4%

自由業
2.4%

専業主婦
24.8%

パート・アルバイト
9.1%

学生
0.0%

その他
9.1% 公務員

4.3%

 

図表 3：アンケート調査の職業別割合

（出所）アンケート調査より筆者作成 

 

図表 4：回答者がここ一ヶ月間で行ったことがある運動（複数回答可） 

ウォーキング（外を歩く） 232 32.1%

ランニング（外を走る） 41 5.7%

スポーツクラブ（公営か民営を

問わず、フィットネス、水泳、テ

ニスなどができる施設のこと） 

75 10.4%

ゴルフ 22 3.0%

その他（柔道、剣道、空手など） 53 7.3%

ここ一ヶ月で運動はしていない 392 54.3%

全体 722 100.0%

（出所）アンケート調査より筆者作成 

 

 5  



運動習慣がある人に、運動をする目的について複数回答で尋ねたところ、「健康管理のた

め」とする回答が最も多く、79.1%、次いで、「ストレス解消のため」が 42.7%、「趣味だか

ら」が 30.6%、「運動能力・技術の向上のため」が 25.2%となった。 

逆に、運動習慣がない人に、運動をしない理由・しなくなった理由について尋ねたところ、

「仕事や家事などで時間がなくなったから」との回答が 70.1％と最も多かった。また、ス

ポーツクラブをやめた人、いかなくなった人にその理由を尋ねたところ、「仕事や家事が忙

しく通う時間がなくなったから」との回答が 59.5％と最も多く、次いで「会費が高すぎる

から」との回答が 32.4％となった。以上から、あくまでも、基本統計量からの推測である

が、時間の余裕が実際に運動するのか否かに大きな影響を与えていることが予想できる。 

ここで、仮に労働拘束時間が減少したとき、何がしかの運動に時間を割こうという意思

があるのか否か、また、実際に過去一ヶ月間に運動したのか否かについてクロス集計を行

った。その結果、図表 8 のように、運動しようという意思のある人は、全体の約 3 分の 2

程度であるが、そのうち、実際に運動している人は半数をやや超える程度である。何事で

あれ、“やりたい”という気持ちを持つことと、実際に“やる”ことの間には大きなギャッ

プがある。運動に関しても同様のギャップが見られるが、その原因は、単なる個人のやる

気の問題であるのか、あるいは、個人の行動を妨げる要因が何か存在するのであろうか。

次の第 4 章では、その要因について、明らかにしたい。 

 

 

図表 5：運動をする、スポーツクラブに行く目的（複数回答可） 

健康管理のため 261 79.1%

医師や保健師に勧められたから 31 9.4%

友人を作るため・友人に誘われたから 22 6.7%

家族に誘われたから 20 6.1%

趣味だから 101 30.6%

ストレス解消のため 141 42.7%

運動能力・技術の向上のため 83 25.2%

美しくなりたい・かっこよくなりたいから 76 23.0%

その他 19 5.8%

回答者数（純計） 330 100.0%

（出所）アンケート調査より筆者作成 
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図表 6：運動をしない・しなくなった理由（複数回答可） 

仕事や家事などで時間がなくな

ったから 
176 70.1%

他に興味のあることに時間を

使いたいから 
65 25.9%

病気や怪我で医者などに運動

を控えるよう言われたから 
9 3.6%

体力が低下したから 25 10.0%

その他 30 12.0%

全体 251 100.0%

（出所）アンケート調査より筆者作成 

 

図表 7：スポーツクラブをやめた・行かなくなった理由（複数回答可） 

目的を達成したから（減量に成功するなど） 2 0.9%

目的を達成できないと思ったから（減量しよう

と入会したが、逆に太ってしまったなど） 
6 2.7%

会費が高すぎるから 72 32.4%

混雑していて思うように使えないから 29 13.1%

仕事や家事が忙しく通う時間がなくなったか

ら 
132 59.5%

使いたい時間に営業していないから 24 10.8%

他に興味があることに時間を使いたいから 39 17.6%

わざわざそのような場所に通わなくても運動

ができるようになったから 
23 10.4%

自分が使っていた設備がなくなったから 4 1.8%

行っていたクラブが営業をやめたから 4 1.8%

その他 29 13.1%

回答者数（純計） 222 100.0%

（出所）アンケート調査より筆者作成 
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図表 8：実際の行動と意欲に対するクロス表 

  
これ以上運動する

気がない 
運動する気がある 合計 

実際には運動していない 177 215 392

実際に運動している 71 259 330

合計 248 474 722

（出所）アンケート調査より筆者作成 

 

4.計量モデル 

 

 本稿は、労働拘束時間が運動時間にどのような影響を与えているのかを明らかにしよう

とするものである。確かに労働拘束時間が長くなれば、運動時間は短くならざるを得ない

という関係が存在するが、同時に、運動時間を長くするために、労働拘束時間を短くする

という行動も考えられうる。すなわち、労働拘束時間と運動時間はどちらが原因でどちら

が結果であるのかは容易には決しがたく、相互に影響を与えている場合は、通常の最小二

乗法を用いても、その結果には一致性（標本数が大きくなるにつれて、真の値に収束する

性質）がないことが知られている。6 

 そこで、本稿では、説明変数である労働拘束時間には影響を与えるが、被説明変数であ

る運動時間には影響を与えない変数、すなわち操作変数を用いて、労働時間が運動時間に

与える影響を分析することとした。本稿では、操作変数の候補が複数ある場合を想定した

２段階最小二乗法を用いて分析した。 

 本稿では、職業は労働拘束時間に影響するが、直接、運動時間に影響することはない、

と考え、職業を除外された操作変数として用いて分析を行うこととした。分析に先立ち、

運動を始めたことで体調が良くなった経験のある者と運動をやめたことで体調が悪くなっ

た経験のある者を 1、そうでない者を 0 とする「体調変化の経験」ダミーを設定した。次に、

労働拘束時間が減少した際に、その時間を何に何％ずつ使うのか、7 つの選択肢（家族との

時間、友人・恋人との時間、スポーツクラブ、それ以外の運動、運動以外の趣味、睡眠、

その他）ごとに回答を求めたが、その中から「スポーツクラブ」、「それ以外の運動」に割

り当てた％を「運動に割きたい時間の割合」として合計し、説明変数とした。 

分析においては、まず、第一段階として、労働拘束時間を被説明変数とし、運動時間を

除く全ての変数を説明変数とした回帰モデルを考え、通常の最小二乗法によって推定し、

労働拘束時間の理論値を求めた。次に第二段階では、運動時間を被説明変数とし、労働拘

束時間の理論値、体調変化の経験、運動に割きたい時間の割合、年齢、性別などの職業を

                                                  
6詳しくは、山本(1995)などを見よ。 
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除く変数を説明変数とした回帰モデルを構築し、分析を行った。なお、労働拘束時間を０

と回答した者については、分析から除外している。 

推計結果は付表に示されているが、第一段階の結果からは、job6（自営業）と job7（自

由業）において、有意に労働拘束時間が少なくなっていることが分かる。第二段階におい

ては、実際の運動時間に対して、労働拘束時間が有意に負の影響を、体調変化の経験と運

動に割きたい時間の割合が有意に正の影響を与えていることが分かった。 

このうち、運動に割きたい時間の割合は、各人が運動に対してどのような効用を持って

いるのか、ということを示す指標である。本稿では、運動に対する効用が高い人の方が、

より実際の運動時間を長くしており、直感と整合的な結果が得られている。 

また、過去の経験が、現在の行動に影響を与えることは様々なケースで見られると思わ

れる。運動についても同様に、運動と体調変化の間に、一定の関係（例えば、運動を行っ

たところ健康状態が改善した、あるいは、運動をやめたところ健康状態が悪化した）があ

るような経験をした人ほど、実際の運動時間を長くしていることが明らかになった。 

 そして、労働拘束時間の増加が、運動時間を減少させる要因であることも明らかになっ

た。労働拘束時間は各人の時間制約を定める大きな要因であり、この制約条件を緩和する

ことで運動時間を増加させることが可能であることが明らかになった。 

 

5.従業員の健康増進と企業 

 

 以上述べてきたように、職場環境が労働拘束時間などを通じて、個人の運動習慣に大き

な影響を与えていることが明らかになった。 

 しかしながら、たとえ、従業員の健康増進が従業員個人や社会にとって意味のある事業

であるとしても、企業にとって何がしかのメリットがなければ、個々の企業は従業員の健

康に配慮した施策を講じることにはならないと思われる。 

本章では、企業にとって、従業員の健康を増進することにどのようなメリットがあるの

かについて、考察したい。 

企業にとってのメリットとして直接的に考えられるのは、特に健康保険組合を抱える企

業では、医療費の低下や保険料率の低下があろう。しかし、健康増進に積極的に取り組む

企業（複数社）の担当者にヒアリングしたところ、「むしろ、社内のコミュニケーションの

向上といった効果を期待している。確かに金銭的、直接的な効果はあるであろうが、それ

は結果として出てくれば良いものであって、例えば、保険料の削減や医療費の低下を一義

的に目標にしているわけではない」「確かに保険料率が低下することを期待しているが、安

いかどうかはサービス（例えば、法定給付に上乗せされる給付）との見合いで決まるもの

で、保険料率が低ければ何でも良いわけではない。」といった意見が多く聞かれた。 

こうした意見は一部の先進的な企業からのみ出てくるものではない。東京商工会議所

(2005)のアンケート調査によれば、社員の健康づくりに取り組んでいる企業のうち、企業経
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営にどのような効果があったのか尋ねたところ、８割以上の企業が何がしかの効果があっ

たと回答し、全体の 38.4％が従業員のモチベーションが向上したと回答した。また、30.9％

が社内のコミュニケーションが向上したと回答している。 

 

図表 9：健康づくりの企業経営への貢献について（複数回答） 

 
（出所）東京商工会議所(2005)より

また、経済産業省健康資本増進グランドデザイン研究会による東証一部上場企業 1,718

社を対象にしたアンケート調査[経済産業省(2008)]によれば、「従業員に対する健康増進活

動はどのような点で重要か」との問いに対し、労働生産性の向上(77.5%)、人事・労務マネ

ジメントの一環(69.4%)、との回答が多く、医療費負担の適正化を挙げた企業は 22.9％にと

どまった。 

つまり、多くの企業においては、主たる効果として、モチベーションやコミュニケーシ

ョンの向上などの人事・労務マネジメントの改善を通じた生産性の向上などが期待され、

また、認識されているものと考えられる。 

以上のような問題意識が多くの企業において持たれながらも、実際には、従業員の健康

増進は、これまで、法令という外部からの強制、ないし、福利厚生という現物給与的な位

置づけで行われてきたと考えられる。つまり、従業員の健康のための支出は保険料という

公租公課や労働の対価としてのコスト（費用）と位置づけられ、投資とは位置づけられな

かったのではないか。投資であれば通常、意思決定にあたり、投資効果が議論されてしか

るべきであるが、従業員の健康については、その効果がこれまでほとんど議論されてこな

かった。 

事実、前出のアンケート調査によれば、従業員に対する健康増進活動の費用・投資額に

ついて、全社的に行っているとする企業は 6 割程度にとどまっており、さらに効果につい

ては、定量的な把握を行っているとする企業は 3 分の 1 程度に過ぎない。 
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図表 10：従業員に対する健康増進活動の重要性 

29.5

4.4

77.5

16.2

69.4

15.9

22.9

58.3

3.3

0 20 40 60 80 100

　　　　　　　　　　企業業績の向上

　　　　　　　　企業イメージの向上

　　　　　　　　　労働生産性の向上

　損害賠償等による事業リスクの減少

　　　人事・労務マネジメントの一環

　　　　　　　人材の定着・新規雇用

　　　　　　　　医療費負担の適正化

　　　　　　　　　企業の社会的責任

その他

（n = 271　）

 

(%) 

（出所）経済産業省(2008)より 

 
図表 11：従業員に対する健康増進活動の関連費用・投資の把握状況 

一部の関連事業に
ついて費用・投資
額を全社的に把握

している
26.3%

把握していない
が、把握方法を検

討中
8.5%

一部の事業所・部
署にて把握してい
るが全社的には把

握していない
21.5%

全ての関連事業に
ついて費用・投資
額を全社的に把握

している
35.2%

把握状況がわから
ない
2.2%把握する予定はな

い
6.3%

（n = 270　） （単一回答）

 （出所）経済産業省(2008)より 

しかしながら、効果を把握すること自体については重要と回答した企業が全体の 86.3％

もある。さらに、重要と認識されながら、実際に費用対効果を測定しない、出来ない理由

を尋ねたところ、「データの定量化が困難」が 49.4％、「必要なデータの収集が困難」が 47.2％

であり、データを収集する仕組みが欠けていることが、大きな障害となっていることが明

らかになった。 

このような問題点を解決する方策として、健康増進活動を可視化する枠組み（例えば、「健

康会計」）が設計された場合、関心があるのか否かを尋ねたところ、関心があると回答した

企業は 63.2％にも上っている。 
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こうした枠組みが社会的に広がれば、従業員に対する健康投資のうち、投資効果の低い

事業が淘汰され、効果の高い事業が残ることによって、個別にトライアンドエラーを繰り

返すよりは、社会的に見て、健康投資の効果が向上するものと思われる。しかし、現状で

は、こうした試みは一部にとどまっていると思われる。今後は、健康投資の効果を測定す

る、「健康会計」などの新たな枠組みを設け、個別企業を超えて社会的に従業員の健康増進

に取り組むことが求められているといえよう。 

 

図表 12：従業員に対する健康増進活動の効果の把握状況 

一部の健康増進活
動について効果を
定量化して把握し

ている
30.1%

把握していない
が、把握方法を検

討中
22.7%

一部の健康増進活
動について効果を
定性的に把握して

いる
29.4%

把握する予定はな
い

6.3%

把握状況がわから
ない
4.5%

全ての健康増進活
動について効果を
定量化して把握し

ている
7.1%

（n = 269　) （単一回答）

 

（出所）経済産業省(2008)より 

図表 13：健康増進活動の関連費用・投資及び効果の把握の重要性 

非常に重要であ

る

31.7%

ある程度重要で

ある

54.6%

全く重要ではな

い

0.0%

あまり重要では

ない

9.6%

わからない

4.1%

（n = 271　） （単一回答）

 （出所）経済産業省(2008)より 
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図表 14：健康増進活動の可視化（例えば「健康会計」）に対する関心 

大いに関心があ
る

16.9%

あまり関心はな
い

25.4%

全く関心はない
1.1%

少し関心がある
46.3%

わからない
10.3%

（n = 272 ） （単一回答）

 （出所）経済産業省(2008)より 

 

図表 15：健康増進活動の関連費用・投資及び効果を把握する際の課題や問題点 

7.5

35.2

10.5

47.2

49.4

20.2

6.0

7.5

1.1

0 20 40 60 80 100

　　　　　　　　　　　経営トップ層の理解が得にくい

健康増進活動の優先順位が低く、必要なリソースを確

　保しにくい

　　　　　　　　　　　　　必要なデータが存在しない

　　　　　　　　　　　　　必要なデータの収集が困難

　　　　　　　　　　　　　　　データの定量化が困難

　　　　担当部署が複数あり、組織対応に時間を要する

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他

　　　　　　　　　　　　　　　　課題や問題点はない

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　わからない

（n = 267 ） (%)
（複数回答）

 （出所）経済産業省(2008)より 
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6.終わりに 

 

本稿では、運動習慣が個人の選択に帰することができない職場環境などの外部要因に左

右されていることを明らかにし、健康がなお社会的な問題であることを指摘した。また、

運動をする気がある人が大多数であるものの、そのうち、実際に運動している人は半数程

度であり、本稿では、さらに計量的な分析を加えることで、このギャップの原因が、過去

の経験と労働拘束時間にあることを明らかにした。 

運動習慣は個人の問題として片付けられることが多いと思われるが、労働拘束時間は、

各人が容易に変えることの出来ない変数とみるべきであり、決して個人の責任に帰属する

変数とはいえない。むしろ、社会や制度、会社が決定している変数で、各個人にとっては

外生的で、制約として機能しているととらえるべきであろう。 

したがって、個人の選択を阻害している外部的な要因として、労働拘束時間を捉え、そ

の抑制を図ることを、社会全体の取り組みとして検討すべきであると思われる。 

最後に、いくつか、予想される疑問とそれに対する反論、そして今後に残された課題に

ついて記述したい。まず、たとえ、労働拘束時間が制約条件となっていたとしても、予防

行動の成果が本人に帰属するのならば、第三者が介入しない方がよいのではないかという

指摘があろう。 

確かに予防行動の成果の大部分は本人に帰属するものと思われる。しかしながら、公的

医療保険制度が存在する以上、予防行動によって、医療に対する需要が抑制され、社会的

に見て貴重な保険財政にプラスの影響が存在する。また、柳瀬(2006)で触れられているよう

に、情報の非対称性が存在し、モラルハザードが生じる下では、むしろ、保険者が予防行

動を促進することは、社会的に見て望ましいことといえよう。 

 次に、制約条件を緩和するという政策は、何のコストも発生させずに実現できる政策で

はない以上、労働拘束時間を緩和させる政策は必ずしも正当化されないのではないかとい

う疑問があろう。 

日本人が勤勉に働いてきたことが、日本の経済成長に大きく貢献してきたことは事実と

思われる。しかし、かねてから、日米の GDP 統計などから、日本の労働時間が長い一方で、

労働生産性が低いことも指摘されている。長時間労働を抑制することは労働生産性の向上

と矛盾することではなく、逆に労働生産性の向上を通じて、経済成長や生活水準の向上に

とってプラスとなりうる可能性もあると思われる。 

 無論、労働拘束時間を抑制する政策手段は多数あり、どれを選択するのかによって、社

会的なコストは変わると思われる。単純に長時間労働を禁止する政策もありえれば、鈴木

(2007)で触れられているように、長時間労働を行っている企業に「肥満税」を課すという手

段もありえよう。また、通勤時間も労働拘束時間の構成要素であるから、職住接近やテレ

ワークの推進も政策手段としてありえよう。いずれの手段が労働拘束時間の抑制にもっと

も効率的であるのかは、今後に残された課題であるといえよう。 
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これまで、労働時間や通勤時間といった指標は、ワークライフバランス(WLB)の観点か

ら、少子化対策などと関連付けて議論されることが多かった。本稿はそうした側面とは別

に、労働拘束時間が運動習慣などにも影響することを示した。こうした経路を通じて、個々

人の健康状態やそれによる効用水準に大きな影響を与えている可能性は十分にある。また、

従業員の健康に対して企業が取り組むことによって、企業自身にも様々なメリットがある

ことを示唆し、そのメリットを可視化する枠組み（例えば、「健康会計」）が求められてい

ることを明らかにした。 
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付表：二段階最小二乗法の結果 

 

第一段階   第二段階   

      

被説明変数：労働拘束時間  被説明変数：実際の運動時間 

性別 -6.47 *** 労働拘束時間 -0.14 *** 

 [2.32]   [0.04]  

年齢 -0.08  性別 -1.17 ** 

 [0.10]   [0.58]  

体調変化の経験 5.26 ** 年齢 0.01  

 [2.42]   [0.24]  

0.06 * 体調変化の経験 1.87 *** 運動に割きたい時

間の割合 [0.08]   [0.62]  

job1 1.15  0.08 *** 

（公務員) [3.84]  

運動に割きたい

時間の割合 [0.02]  

job2 2.62     

（経営者・役員） [4.98]     

job4 1.77     

（会社員(技術系)） [2.64]     

job5 1.91     

（会社員（その他）） [2.88]     

job6 -10.28 ***    

（自営業） [3.20]     

job7 -19.95 ***    

（自由業） [4.72]     

（出所）アンケート調査より筆者作成    

（注）1. [ ]内は、標準誤差を示す。    

   2. *10%有意 **5%有意 ***1%有意    
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